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平成 29 年 2 月 14 日 

北広島市保健福祉計画検討委員会 

障がい福祉部会 【 資料２ 】 

 

北広島市障がい支援計画【平成 30 年度～平成 32 年度】について 

 

１ 現在の計画について 

 

当市の現在の計画は、平成 27 年度から平成 29 年度までを計画期間とし、障害者基本

法に基づく「障がい者福祉計画（者計画）」と障害者総合支援法に基づく「障がい福祉計

画（者なし計画）」を一体的に策定した計画（「障がい支援計画」）で、この計画に基づき

様々な施策を実施している。 

 

障がい者福祉計画は、国が定める障害者基本計画や都道府県が定める障害者計画を基本

とし、「障がいのある方にやさしい生活環境を整える」「障がい福祉サービスを充実させる」

等、支援にあたっての基本的な方向性を定めた計画。 

障がい福祉計画は、障がい福祉サービスについての必要な量の見込みや、それを確保す

るための方策等を定めた計画。なお、この障がい福祉計画は、障害者総合支援法の規定に

より、3 年を 1 期として計画期間と定め、国が定める基本指針に基づき、障がい福祉サー

ビスの数値目標など具体的な支援策を策定することとされている。 

 

 

２ 次期計画策定に係るの動向 

 

(1) 障がい者福祉計画について 

 

国が策定する障害者基本計画について、現計画（第 3次）の計画期間は平成 25 年度か

ら平成 29 年度までとなっており、平成 30 年度から次期計画（第 4次）が開始となる。 

※ 北海道の『第 2期北海道障がい者基本計画』の計画期間は、平成 25 年度から平成

34 年度まで。 

 

(2) 障がい福祉計画・障がい児福祉計画について 

 

平成 28 年 6 月に児童福祉法が改正され、障がい児の支援の提供体制を計画的に確保す

るため、障がい児福祉計画の策定が義務付けられた（従来は努力義務）。 

障がい児福祉計画は、障がい福祉計画と同様、国が定める基本指針に基づき策定する

こととされ、また、障がい児福祉計画に係る基本指針は、障がい福祉計画に係る基本指

針と一体的策定が可能であり、現在、国において基本指針の見直し作業が行われている。 
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３ 次期計画策定に係る基本的な考え方（案） 

 

(1) 北広島市障がい者福祉計画について 

 

  次期計画の策定にあたっては、現計画の考え方を踏襲し、国の次期（第 4次）障害者

基本計画の策定動向に注視しつつ、第 2期北海道障がい者基本計画の考え方や現計画期

間に行われた障がい施策の動きなどを整理し、次期計画を策定していくことする。 

 

(2) 第 5 期北広島市障がい福祉計画について 

 

  次期計画の策定にあたっては、現計画で策定した施策や数値目標・障がい福祉サービ

ス等の見込量等について、その実績の分析・評価を行い、国が定める基本指針との調和

を図りながら、次期計画を策定していくこととする。 

 

(3) 第 1 期北広島市障がい児福祉計画について 

 

  障がい児福祉計画で定めるべき活動指標等については、現障がい福祉計画において目

標設定等していることから、計画策定にあたっては、これまでの障がい児支援の施策や

提供体制・サービス提供実績などに係る分析・評価を行うとともに、国が定める基本指

針との調和を図りながら、計画を策定していくこととする。 

 

(4) 北広島市障がい支援計画（平成 30 年度～平成 32 年度）について 

 

  前述した、障がい者福祉計画、障がい福祉計画、障がい児福祉計画に係る策定の基本

的な考え方に基づき、計画期間を平成 30 年度から平成 32 年度の 3ヶ年とし一体的に策

定していくこととする。 

  なお、北広島市保健福祉計画検討委員会における調査審議の対象計画に障がい児福祉

計画を加える条例改正案を、平成 29 年第 1 回定例会で審議予定。 
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【北広島市保健福祉計画検討委員会設置条例（平成 21 年条例第 20 号）抜粋】 

※下線部は、平成 29 年第 1回定例会にて審議予定の改正（案）部分 

 

第 1 条 略 

(定義) 

第 2 条 この条例において、「計画」とは、次に掲げるものをいう。 

(1) 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条の規定に基づく地域福祉計画 

(2) 老人福祉法(昭和 38 年法律第 133 号)第 20 条の 8第 1項の規定に基づく老人福祉計画 

(3) 介護保険法(平成 9 年法律第 123 号)第 117 条第 1項の規定に基づく介護保険事業計画 

(4) 障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 11 条第 3項の規定に基づく障害者計画 

(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法律第 123

号)第 88 条第 1項の規定に基づく障害福祉計画 

(6) 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条の 20 第 1 項の規定に基づく障害児福祉計

画 

(7) 健康増進法(平成 14 年法律第 103 号)第 8 条第 2項の規定に基づく健康増進計画 

(所掌事務) 

第 3 条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 計画の策定及び変更に関すること。 

(2) 計画の進行管理に関すること。 

(3) その他計画の策定に関すること。 

第 4条～第 8条 略 

 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例の施行の日から平成30年 3月 31日までの間における改正後の第2条第6号の規定

の適用については、同号中「児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 33 条の 20 第 1 項」とあ

るのは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一

部を改正する法律(平成 28 年法律第 65 号)第 2 条の規定による改正後の児童福祉法(昭和 22

年法律第 164 号)第 33 条の 20 第 1 項」とする。 
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４ 北広島市の障がい福祉各計画策定期間の状況（イメージ） 

 

17 年度  障がい者 

計画 

 

20 年度に見直し 

    

18    第 1 期 

障がい 

福祉計画 

 

19     

20     

21   
障がい者 

計画 

第 2期 

障がい 

福祉計画 

  

22     

23     

24   
障がい者 

計画 

第 3期 

障がい 

福祉計画 

  

25     

26     

27    障がい支援計画    

28   障がい者 

計画 

第 4期 

障がい 

福祉計画 

  

29     

30    障がい支援計画   

31   障がい者 

計画 

第 5期 

障がい 

福祉計画 

第 1期 

障がい児 

福祉計画 

 

32    

 

 

５ 次期計画策定の主な作業内容（案） 

 

 ● 障がい児・者に係る施策の改正や、制度改革の動きなどを整理し、保健福祉計画検

討委員会（障がい福祉部会）で十分に議論し計画に反映する。 

 

 ● 北広島市民の意見を聴取し、計画に反映させるためアンケート調査を実施する。 

 

● 国が定める障がい福祉計画及び障がい児福祉計画に係る基本指針に沿い、障がい福

祉サービスや障がい児通所支援等に係る数値目標と見込量について、これまでの実績

や地域の実情を考慮しながら、新たに成果目標と活動指標に整理したうえで、平成 32

年度末までの目標を設定する。 

 

 ● 障害者総合支援法及び児童福祉法の規定に基づき、「北広島市障がい者自立支援協議

会」に計画に対する意見等の聴取を行う。 
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６ 次期計画策定に係るスケジュール（案） 

 

現委員の任期が平成 29 年 7 月 14 日までとなっていることから、アンケート調査を現委

員任期内に行い、次期計画の実質的な審議・検討については、次期委員にて行う。 

 

日程 会議等 主な内容 備考 

2/14 保健福祉計画検討委員会     

 
障がい福祉部会 

現計画進行管理 

次期計画策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ等 
  

 
    

3/14 生活支援部会 

4 月下旬 協議会全体会 

5 月下旬 障がい福祉部会 アンケート調査の実施   

6-7 月   アンケート調査   

 
    

7/14 現委員任期満了 

同月 新委員選任 

8-11 月   

アンケート調査結果報告 

現計画の施策評価 

計画素案の検討 

  

12 月   計画素案の確定   

12-1 月   パブリックコメント募集   

2 月   計画案の確定   

3 月下旬   計画の策定   

※ 進捗状況等によって開催の有無や時期等が変更となる場合があります。 


